



A Consideration that Social Worker should have, which is Required 



































1 男性 保健所 他の地域の保健所
2 男性 保健所 医療機関デイケア
3 男性 地域生活支援センター 保健所・生活訓練施設

















































































































































































































医療保護入院 応急入院 合計 医療保護入院 応急入院 合計
全国 612 154 766鳥取 7 2 9
北海道 13 0 13 島根 0 0 0
青森 0 0 0 岡山 19 5 24
岩手 5 0 5 広島 1 0 1
宮城 5 1 6 山口 12 4 16
秋田 8 1 9 徳島 0 0 0
山形 16 1 17香川 4 1 5
福島 35 21 56愛媛 2 0 2
茨城 7 0 7 高知 2 0 2
栃木 0 0 0 福岡 0 0 0
群馬 40 1 41佐賀 15 1 16
埼玉 0 0 0 長崎 0 0 0
千葉 0 0 0 熊本 19 1 20
東京 3 84 87大分 0 0 0
神奈川 0 0 0 宮崎 15 0 15
新潟 4 0 4 鹿児島 0 7 7
富山 0 1 1 沖縄 2 0 2
石川 13 3 16指定都市（別掲）
福井 0 0 0 札幌市 14 1 15
山梨 0 0 0 仙台市 9 0 9
長野 15 0 15さいたま市 0 0 0
岐阜 0 0 0 千葉市 1 0 1
静岡 0 0 0 横浜市 0 0 0
愛知 0 0 0 川崎市 0 0 0
三重 0 0 0 名古屋市 0 0 0
滋賀 1 0 1 京都市 144 1 145
京都 16 2 18大阪市 0 0 0
大阪 14 0 14神戸市 0 1 1
兵庫 9 0 9 広島市 0 0 0
奈良 85 5 90北九州市 0 0 0
和歌山 57 10 67福岡市 0 0 0
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142　　　　　　　　　　　　　　　長野大学紀要　第28巻第2号　2006
注　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の上必要であれば精神保健診察の実施の要否を決定
1）小松源助「ソーシャルワーク実践におけるエンパ　　　することとなる。1999年の法改正以前には、この診
ワーメント・アプローチの動向と課題」「ソーシャル　　　察に係る移送に触れた条文がなく曖昧なままとなっ
ワーク研究』1995年　21（2），4－10　　　　　　　　　　ていた。参考文献：精神保健福祉研究会監修「精神
2）平成12年3月31日　障第251号　各都道府県知事・　　　保健福祉法詳解」中央法規　2002年
各指定都市市長あて　厚生省大臣官房障害保健福祉　　　8）江畑敬介（2003）「脱入院時代の地域リハビリテー
部長通知（最近改正　平成14年3月19日　障発大　　　ション」星和出版　P．79
0329008号）「保健所及び市町村における精神保健福　　　9）成年後見制度では財産管理と身上監護が成年後見
祉業務について」　この研究では受診援助を「6訪　　　人の職務であるが、そのうち身上監護は「生活、療
問指導（2）」に記載されている「医療の継続又は受診　　　養看護」に関する事務を行うとされている。ここで
についての相談援助や勧奨」として定義する。　　　　　　は、保健所に勤務する精神保健福祉士が医療機関側
3）全国精神保健福祉センター長会・全国精神保健福　　　から入院の保証人や、対象者の衣類を購入し届ける
祉相談員会「全国精神保健福祉専任従事者調査報告　　　ことといった役割を懇願される状況から、このよう
書　2004（平成16）年1月1日」2004年　に掲載さ　　　な表現を用いることとした。参考文献：野崎和義
れている平成15年1月1日現在の統計である。　　　　　　「福祉のための法学」ミネルヴァ書房　2002年
4）尾崎新「対人援助の技法」誠信書房　1997年　P．83　　10）山下俊幸「精神保健福祉白書2006年度版」中央法
5）岡田まり「皿展開一ソーシャルワークを進めてい　　　規　2006年　P．159
くに当たって・自己決定」黒木保博・山辺朗子・倉　　11）覚書（警察庁生活安全局長・厚生省大臣官房長）
石哲也編著『福祉キーワードシリーズ・ソーシャル　　　警察庁丙地発第3号　警察庁丙薬発第9号　厚生省
ワーク』2002年　P．102～103　　　　　　　　　　　　障第79号　平成ll年3月8日
6）ピンカスとミナハンが述べたシステムズアプロー　　12）「保護」を定めた条文。従来であれば精神保健福祉
チによれば、このような状況で援助者（ソーシャル　　　法第24条の通報対象者は警職法第3条に基づき、警
ワーカー）が介入を行っても、対象者は本当のクラ　　　察官が警察車両を用いて医療機関等へ搬送すること
イエントではなく、潜在的なクライエントにすぎ　　　が通常であった。移送時の警察官による援助として
ず、非自発的クライエントと定義される。「本当のク　　　は、警職法第5条「予防と犯罪の制止」を定めた条
ライエント」になるためには、援助者が相互の信頼　　　文のみが従来どおりと解釈される。参考文献：金子
関係を築きあげ、退院後のフォローアップを行うな　　　晃一ほか編「精神保健福祉法一その理念と実務一」
どの援助姿勢が求められよう。本当のクライエント　　　星和書店　2002年
となれれば以後の医療中断についてのリスクも減ら　　13）平田豊明「精神科救急についての施策」「リハビリ
せることが予測される。参考文献：Jミルナーほか著　　　テーション研究』（財）日本障害者リハビリテーショ
「ソーシャルワーク・アセスメント」ミネルヴァ書　　　ン協会　2003年　No．117　P．7　なお、回答者から
房　2001年　P．93　　　　　　　　　　　　　　　　　　広義の受診援助には移送手続きも含まれるという見
7）精神保健福祉法第27条は、精神保健診察の実施に　　　解が得られたことにより、この研究では移送問題を
関する規定である。法第23条～第26条にわたって定　　　含めて述べることとした。
められている申請、通報、届出を受理した後、調査
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